
はじめに

不動産登記の手続が侮年のように変更されています。最近では、相続登

記の申請が義務化されたこと（令和 6 年 4 月 1 日施行）。それに伴い相続

人申告登記の申出制度ができたこと。また、令和 8 年 4 月 1 日からは所有

権の登記名義人の住所、氏名等の変更登記の申請が義務化されたこと。

その他に、所有権の登記事項として、所有権の登記名義人が法人の場合

には法人識別事項が登記事項とされたこと。所有権の登記名義人が国内に

住所を有しないときは、その国内の連絡先が登記事項とされたこと。所有

者については旧氏の併記が認められたこと。外国人のローマ字氏名の併記

を申し出るものとされたこと。そして、登記事項ではありませんが、検索

用情報を申請書に記載することになったこと。それに伴い、所有者の住所

が変更された場合には、登記官が職権で変更できるシステムができまし

た。その他に、所有する不動産を検索する所有不動産記録証明書の交付制

度が始まりました（令和 8 年 2 月 2 日施行）。

これらの改正の背景には、災害等にあった場合に速やかに所有者を特定

して所有者不明の不動産の発生を予防し、復興に役立てたいということが

あります。また、外国人による不動産保有の実態を把握するためでもあり

ます。

このような目まぐるしい変化に伴い、本書もできる限り新しい情報を届

けるために 7 訂版を出すことにしました。本書を読むことにより、新しい

不動産登記手続の全体像が見えてくるものと考えております。したがっ

て、本書は一般の方はもちろん、登記事務に精通している人たちにも役立

つものと考えております。

終わりに、本書の発行までに株式会社日本法令の八木正尚氏に大変お世

話になり 7 訂版刊行の運びになったことを感謝しております。

なお、本書の執筆は、元東京法務局港出張所統括登記官の玉山一男氏に

お願いしました。記して御礼申し上げます。

令和 8 年 8 月

日本法令不動産登記研究会
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凡例

本書の法令および通達の略語は次のとおりです。

法 不動産登記法（平成 16 年 6 月 18 日法律第 123 号）

令 不動産登記令（平成 16 年 12 月 1 日政令第 379 号）

規則 不動産登記規則（平成 17 年 2 月 18 日法務省令第 18 号）

準則 不動産登記事務取扱手続準則（平成 17 年 2 月 25 日法務省民
二第 456 号法務局長、地方法務局長あて法務省民事局長通

達）

区分所有法 建物の区分所有等に関する法律（昭和 37 年 4 月 4 日法律第
69 号）

登免税法 登録免許税法（昭和 42 年 6 月 12 日法律第 35 号）

保管法 法務局における遺言書の保管等に関する法律（平成 30 年 7
月 13 日法律第 73 号）

保管省令 法務局における遺言書の保管等に関する省令（令和 2 年 4 月
20 日法務省令第 33 号）

帰属法 相続等により取得した土地所有権の国庫への帰属に関する法
律（令和 3 年 4 月 28 日法律第 25 号）

帰属令 相続等により取得した土地所有権の国庫への帰属に関する法

律施行令（令和 4 年 9 月 29 日政令第 316 号）

帰属規則 相統等により取得した土地所有権の国庫への帰属に関する法
律施行規則（令和 5 年 1 月 13 日法務省令第 1 号）

施行通達 平成 17 年 2 月 25 日民二第 457 号民事局長通達

特例施行通達 平成 20 年 1 月 11 日民二第 57 号民事局長通達

登記研究 テイハン発行月刊誌

3 訂先例・通達集 「3 訂版 実務に役立つ不動産登記先例・通達集」
（日本法令）
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不動産登記法の仕組み
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総論

~11 
なじ

本書に書かれている言葉には、馴染みの無い言葉が出てきますので、本

書を理解していただくためにも、最初にその言葉の説明を簡単にしたいと

思います。

【登記名義人】

笠記名義人とは、登記事項証明書の権利部＊に記載されている権利者の

ことです。

たとえば、「所有権の登記名義人」とは、登記事項証明因に所有者また

は共有者と記載されている人のことです。表題部に記載されている人は登

記名義人とはいわずに「表題部所有者」といいます。

「抵当権の登記名義人」とは、抵当権設定登記に抵当権者と記載されて

いる人のことです。

＊権利部．登記記録は、表題部と権利部によって構成されています。詳細は

34 頁を参照してください。

【所有者と所有権の登記名義人との違い】

たとえば、 A さんがB さんに土地を売って、所有権がA さんから B さん

に移転しても、所有権移転の登記申請をしない限り、登記縛上では、 A さ

んが所有者と表示されています。したがって、 A さんは所有権移転登記を

申請する時にはすでに所有者ではないので所有者という言葉は使えませ

ん。したがって、登記の解説書などでは、 A さんのことを所有権の登記名

義人という言葉で表現しています。

醒 申請情報と添付情報

登記を申請する場合には、「申請情報を記載した書面」と「添付情報」

を登記所に提供します。申請情報を記載した書面とは、申請酋のことです。

添付情報とは、添付害面のことです。登記所に提供するとは、登記所に提

出するということです。なぜ、こんなわかりにくい言葉を使うかというと、

不動産登記法はオンライン申請を原則として制定されているからです。

一 22

申請情報を記載した害而＝申請害

添付情報＝添付書面



登記を申請する場合は、申請書と添付書面の両方を提出しなければなり

ません。どのような登記をしたいのかを記載したのが申請書であり、申請

害に記載されていることが正しいと証明するのが添付書面です。したがっ

て、添付書面のみを提出してもどのような登記をしたいのかを主張したこ

とにはなりません。

國登記所

(1) 管轄

不動産登記法では、登記の事務は、不動産（土地または建物）の所在地

を管轄する法務局もしくは地方法務局もしくはこれらの支局またはこれら

の出張所がつかさどると規定しています（法 6 条 1 項）。したがって、管

轄外の不動産の登記は申請することができません。もし間違って管轄外の

登記所に登記申請をして、受付がされた場合には、取下げをするか却下さ

れるかです（法 25 条 1 号）。その場合、申請書等を正しい管轄登記所に移

送する取扱いはしていません。

不動産が二つ以上の管轄区域にまたがる場合（たとえば、東京の渋谷区

と港区の土地にまたがって建てられた建物の表題登記の申請をする場合が

考えられます）は、「不動産の管轄登記所等の指定に関する省令」で定め

るところにより、法務大臣または法務局もしくは地方法務局の長が、当該

不動産に関する登記の事務をつかさどる登記所を指定します（法 6 条 2

項）。管轄が指定されるまでの間、登記の申請は、当該二つ以上の登記所

のうち、一つの登記所にすることができます（法 6 条 3 項）。

(2) 登記所と法務局の違い

一般的に「登記所」という呼び方をしていますが、登記所という正式な

官庁名はなく、登記事務をつかさどっている機関を称して、そのように呼

んでいると理解してください。法務局では登記以外の戸籍、供託等の事務

も行っています（ただし、出張所では登記事務のみです）ので、法務局の

中で登記事務を行っているところが登記所だと理解すればよいでしょう。
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國登記官

登記所における事務は、登記所に勤務する法務事務官のうちから、法務

局長または地方法務局長が指定する登記官が取り扱うことになっています

（法 9 条）。登記所には、その事務盤に応じて一人以上の登記官が配置され

ているのが実情です。また、実際の登記事務は、登記官の指示に基づき登

記官以外の法務局職員によってされているのが実情ですが、校合事務につ

いては必ず登記官が行っています。

圃登記申請から登記完了まで
おおむ

登記の申請から登記完了までの手続は、概ね次のような流れになりま

す。

(1) 登記申請

• 

(2) 受 付

• 

(3) 調 査

• 

(4) 登記簿への記録

• 

(5) 校 合

• 

(6) 登記識別情報と登記完了証の交付

(1) 登記申請

登記の申請方法には、オンラインによる申請（法 18 条 1 号）と害面に

よる申請（法 18 条 2 号）があり、オンライン申請は完全なオンライン申
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請と特例方式による場合があります。また、害面による申請には、窓口に

申請書等を提出する方法と郵送等によって提出する方法とがあり、申請人

はいずれかの方法によって申請することができます。また、電子証明書が

ないためオンライン申請ができなかった人のために、書面申請の一つの形

態としてパソコンにインストールした「申請用総合ソフト」で登記申請書

を作成して申請するQR コード（二次元バーコード）付き書面申請もでき

るようになりました。詳細は法務省のホームページの「登記・供託オンラ

イン申請システム」から「QR コード付き書面申請」で検索してください。

なお、登記所の窓口には登記完了予定日が掲示されていますので、忘れ

ずに確認をしておいてください。法務局によっては、ホームページで完了

予定日を掲載しているところもあります。

【登記の申請方法】

申請□｀イ条ン1 ロニニ：青
書面 窓口での申請
（法 18 条 2 号）一ー［郵送等での申請

QR コード付き書面申請

〈オンラインで申請する方法〉

詳細は 27 頁以降を参照してください。

〈窓口で申請する方法〉

管轄する登記所の窓口に申請書等を提出する方法です。登記が完了し

た場合には、登記完了予定日以降に登記識別情報を記載した書面（以下

「登記識別情報通知書」という）および登記完了証を受領できます。受

領は窓口ですることも、また、郵送によってすることも可能ですので、

どちらにするのかをわかるように申請書に記載します。

〈郵送等による方法〉

現行の不動産登記法はオンラインによる登記申請を目的として改正さ

れたものですから、窓口に出頭して登記申請することを義務づけはして

いません。したがって、書面による申請の場合にも、申請人またはその

代理人が窓口で申請することも認められますし、郵送または宅配便によ
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る申請も詔められます。

登記の申硝をしようとする人が申訥書およびその添付書面を送付する

ときは、也留郵便または民間事業者による信酋の送達に関する法律（平

成 14 年法律第 99 号） 2 条 6 項に規定する一般信杏便事業者もしくは同

条 9 項に規定する特定信書便事業者による同条 2 項に規定する信書便の

役務であって当該信書便事業者において引受けおよび配達の記録を行う

ものによってします（規則 53 条 1 項）。日本郵便が提供している「レター

パックプラス」で送ると便利です。申請習およびその添付瞥面を入れた

封筒の表而には不動涯登記申請書が在中する旨を明記します（規則 53

条 2 項）。

(2) 受付

登記官は、登記の申請習または申請梢報が提供されたときは、受付帳に、

申請の受付の年月日および受付番号を記録しなければなりません（規則

56 条 1 項）。

＊令和 8 年 9 月 30 日までは「登記の目的」および「不動産所在事項」も記録

します。

(3) 調査

登記官は、申請書が提出されたときは、遅滞なく、申請に関するすべて

の事項を調査しなければなりません（規則 57 条）。もし、魯類に不備があ

る場合には、申請人または代理人にその旨を連絡します（準則 36 条）。

オンライン申請に不備がある場合には、補正コメントを作成して法務省

オンライン申請システムに掲示してします。実際には、電話で連絡した後、

補正コメントを送信しているようです。

四類申請の場合には、電話その他の適宜の方法で補正がある旨を連絡し

ます。

(4) 登記簿への記録

調査が完了した後に、申請物件の登記簿に登記事項を記録します。
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(5) 校 合

登記官は、受付、調査が正しく行われ、登記簿へ登記事項が正しく記録

されたことを確認した後、登記を完了させます。このことを「該各」とい
います。

(6) 登記識別情報の通知と登記完了証の交付

登記が完了したときには、登記完了証を交付します。また、登記識別情

報が通知される場合には、登記識別情報を通知します。詳細については、

第 2 部第 1 章で述べます。

園オンラインによる申請方法

オンライン申請の詳細は、法務局のホームページをご魏ください。

(1) オンライン申請の現状

現在では、すべての登記所でオンライン申請をすることが可能となって

います。しかし、完全なオンラインによる申請は少なく、オンライン申請

の多くは、特例方式によるものです。また、工場財団等の財団登記につい

ては、まだコンピュータ化されていませんので、工場財団等に関する登記

についてはオンライン申請はできません。

(2) 受領証、登記完了証の取扱い

オンライン申請（特例方式も含む）の場合には、受領証が発行されませ

ん。受領証の交付を請求できるのは書面申請をした申請人とされているか

らです（規則 54 条 1 項）。また、登記完了証は原則としてオンラインで送

信します（規則 182 条 1 項 1 号）。ただし、当分の間、登記完了証を書面

により交付することを申し出ることができるとされました（平成 23 年 3

月 25 日民二第 767 号民事局長通達）。
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園 オンラインの特例方式による方法

(1) 特例方式とは

平成 20 年 1 月 15 日からオンラインの特例方式が認められました。特例

方式による取扱いは、令附則 5 条、規則附則 21 条ないし 25 条および平成

20 年 1 月 11 日民二第 57 号民事局長通達(『3 訂先例・通達集』 38 頁。以

下、「特例施行通達」という）によって詳細に定められています。

特例方式とは、オンライン申請をする際に、申請情報はオンラインで提

供しますが、添付情報（登記識別情報を除く）については、それが害面で

作成されているものについては、当分の間、当該書面を登記所に提出する

方法でもかまわないとするものです（令附則 5 条 1 項）。

添付書面は、送付により提出しても登記所の窓口へ出頭して提出しても

かまいません。受領証、登記完了証についての取扱いは、完全なオンライ

ン申請の場合と同じです。

特例方式を含めたオンラインによる申請は、地域にもよるが登記申請の

約 6 割から 8 割を占めるまでになりましたが、一般の方の申請方式は書面

による方式が多いため、本書は害面による申請手続を基本としています。

(2) 注意すべき点

特例方式による場合は次の事項に気をつけてください。なお、事項に

よっては、特例方式に限らずオンライン申請する場合のすべてに適用があ

る場合もあります。

【添付書面の提出方法】

＊添付書面を登記所に提出するときは、規則別記第 13 号様式による用紙

に必要事項を記載したものを当該書面に添付しなければなりません（規

則附則 21 条 3 項）。

--28  



回別記第 13 号（附則 21 条 3 項関係）

書面により提出した添付情報の内訳表

登記所の表示

申請の受付の年月日

受付番号

書面により提出した添付情報の表示

申請人又は代理人の氏名又は名称（申

請人又は代理人が法人であるときはそ

の代表者の氏名を含む。）及び電話番号

その他の連絡先

電話番号その他の連絡先 ⑱ 

＊添付書面を送付するときは、書留郵便または信書便の役務であって当該

信書便事業者において引受けおよび配達の記録を行うものによってしま

す（規則附則 21 条 4 項）。レターパックプラスで送付するのが便利です。

その場合、当該書面を入れた封筒の表面には令附則第 5 条第 1 項の規定

により提出する書面が在中する旨を記載します（規則附則 21 条 5 項）。

具体的には、「添付書面在中」と記載すればよいでしょう。

＊登記済証は送付または持参することができますが、その場合、オンライ

ン申請の登記識別情報を提供できない理由欄には「登記済証を所持して

いる」と記載し、添付情報欄は「登記済証（特例、持参または送付）」

と記載します。なお、登記識別情報は必ずオンラインで提供しなければ

なりません（規則 66 条 1 項 1 号）。

【添付書面の提出期限】

＊添付害面は、オンラインによる申請の受付の日から 2 日以内に提出しな

ければなりません（規則附則 21 条 2 項）。この期間の計算については、

初日は算入しません（特例施行通達第 1 の 1(7)) 。たとえば、 6 月 1 日

にオンライン申請した場合には、 6 月 3 日までに提出しなければなりま
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せん。また、期限が日曜、土曜、祝日等の行政機関の休日に当たるとき

は、その翌日が期限となります。

＊有効期間のある書而（骰格証明瞥等）については、オンライン申硝の時

に有効期問内であればかまいません。

【登記原因証明情報について】

＊書面によって登記原因証明情報を提出するときは、登記原因を証する情

報を PDF ファイルとして、申請情報と併せて提供しなければなりませ

ん（令附則 5 条 4 項）。その場合、 PDF ファイルには作成者の虚子署名

を付さなくてもかまいません。登記原因を証する情報のうち登記原因の

内容を明らかにする部分についてスキャナに読み取って送信すればかま

いません（規則附則 22 条 3 項）。登記原因の内容を明らかにする部分と

は、たとえば、売買契約の場合には、次の内容の記載がすべて含まれて

いるものでなければなりません（特例施行通達第 1 の 1 (6)) 。

ア 契約当事者の記載

イ 対象不動産の記載

ウ 売買契約の年月日の記載

工 売買契約締結の事実がわかる記載

＊登記名義人の氏名もしくは名称または住所についての変更の登記または

更正の登記については、 PDF 形式で提供する必要はありません（規則

附則 22 条 2 項、特例施行通達第 1 の 1 (5)) 。

＊相続登記の場合は、「追産分割」、「特別受益」、「放梨」等の具体的な内

容を記載した相続関係説明図のみを PDF 形式で提供すれば、辿産分割

協議書、特別受益証明書および相続放梨申述受理証明書等を記録した露

磁的記録までも併せて提供することを要しません（平成 20 年 11 月 12

日民二第 2958 号第二課長通知「3 訂先例・通達媒J 45 頁）。

＊第三者の許可、同意または承諾したことを証する情報は、登記原因証明

情報に含まれないので PDF ファイルを提供する必要はありません。

【オンライン l:|lifiにおける登記識別梢報の提供方法】

＊登記識別情報を提供してオンライン申請する場合には、笠記識別情報の

提供は必ず登記識別情報提供様式により、オンラインで送信しなければ

なりません（規則 66 条 1 項 1 号）。したがって、登記識別梢報通知書を

PDF ファイルでオンラインにより提供することはできませんし、また、
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特例方式の場合でも、登記識別情報通知書等の登記識別情報を記載した

書面を送付または持参する方法は認められません。

＊代理人として、オンライン申請をする人が申請人から登記識別情報を知

ることを特に許されている場合は、登記識別情報の提供および受領に係

る登記識別情報提供様式、登記識別情報通知用特定ファイル届出様式お

よび登記識別情報取得申請ファイル（以下「当該ファイル等」という）

には、申請人本人の電子署名が不要とされ、当該ファイル等には代理人

の電子署名がされていれば足ります。この場合、登記識別情報を提供す

るときは、委任状には「登記識別情報の暗号化に関する一切の権限」の

委任条項が必要になります（特例施行通達第 3 の{2)) 。

【オンライン申請した場合の補正、取下げ、却下について】

＊提出された添付書面の補正は、登記所に出頭して書面を補正するか、も

しくは補正に係る添付書面を登記所に提出する方法によってすることが

できます（規則附則 24 条 3 項）。ただし、申請情報の補正はオンライン

による方法で行います。

＊補正の連絡は、申請情報に係る補正はオンラインの補正コメントで告知

します（準則 36 条 1 項）が、送付された添付書面については、オンラ

インで行うことも電話等で行うことも差し支えないとされています（特

例施行通達第 1 の 3(3)) 。

＊書面による取下げはできません。取下げはオンラインで行います（規則

39 条 1 項 1 号）。

＊特例方式により提出された登記原因を証する情報を記載した書面の内容

が、申請情報と併せて送信された登記原因を証する情報を記録した電磁

的記録 (PDF ファイル）の内容と相違するときは、法 25 条 5 号の規定

により却下されます（特例施行通達第 1 の 3(8)) 。ただし、実務の取扱

いとしては、相違する部分が登記原因または登記事項と関係ないような

場合には却下の対象とはしていないようです。

【オンライン申請した場合の登記完了証について】

＊登記完了証は原則としてオンラインによって通知されます（規則 182 条

1 項 1 号）。ただし、当分の間、登記完了証を書面により交付すること

を申し出ることができるとされました。
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【オンライン申請した場合の登記識別情報の通知について】

＊登記識別情報の通知は、オンラインで通知を受けることも可能であり、

送付または窓口での受領も可能です（特例施行通達第 2 の 3(2))。この

取扱いは、完全なオンライン申請の場合も同じです。送付によって登記

識別情報通知書の交付を求める場合には、申請人は、その旨ならびに送

付先等を申請情報の内容とします（規則 63 条 3 項）。

送付の費用は申請人または代理人が負担します。送付は、申請人等の

区分および送付先により、それぞれ本人限定受取郵便または書留郵便等

の方法によります（規則 63 条 4 項および 5 項）。

【オンライン申請した場合の原本還付について】
げんぼんかんぶ

＊特例方式により提供された添付書面も原本還付をすることができます
が、原本還付した添付書面を送付する場合には書留郵便等（簡易書留も

含む）の方法により（規則 55 条 7 項）、普通郵便による送付は認められ

ません。送付の費用は郵便切手等で提出しなければなりません。

醒 不動産の表示に関する登記と権利に関する登記

登記は、表示に関する登記と権利に関する登記の二つに分けることがで

きます。

表示に関する登記は、不動産物件の物理的状況を明確にするためのもの

です。たとえば、建物についていえば、どの場所に建っていて、建物の種

類は何で、構造は木造か鉄筋コンクリート造か、また平家建か 2 階建か、

そして床面積はどの程度かなどの状態が、表題部に登記されます。

権利に関する登記は、誰がこの不動産を所有しているとか、担保権を設

定しているとか、不動産に対する権利関係を明らかにするためにされま

す。

本書も、表示に関する登記と権利に関する登記に分けて記載していま

す。
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